






























































































































③ 都教育庁は昭和 31年度より 生活指導主任の研究協議会・研究集会を継続的に実施して今

















乙れを置かない乙とができる。 J(同規則 52条の 2)とされている。これは直接には小学校には該
当しないが，しかし小学校においても「必要に応じ 校務を分担する主任等を霞くことができるj


































































































































































































( 1) 生徒指導入門 宇留田敬一 p. 197 (1970 明治図書)
( 2 ) 戦後生活指導運動私史春田 正治 p.48 (1978 明治図書)
( 3 ) 生徒指導の手びき〈第 l集〉 文部省 p. 168 
( 4 ) 生活指導主任必携 東京都教育委員会編 p. 1 (1962第 1時1]， その後も各学校から
の要望により販を重ね，改訂しているJ
( 5 )向上 (p.14) 
( 6) 前掲生徒指導入門 p. 201 
( 7 ) 東京都高等学校教職員組合「職場討議資料J(78) 11 ) 21 ) 
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